


はじめに

はじめに
　福岡市は、人口160万人超の大都市でありながら、充実した都市
機能と豊かな自然環境が近接したコンパクトな都市であり、その
なかでも水産業は、四季折々のおいしい魚をいただくことができ
る「魚がおいしいまち福岡」として、多くの市民のみなさまや観
光客から高い評価をいただいており、福岡市の魅力を支えていま
す。
　一方、漁場環境の悪化による水産資源の減少や魚価の低迷、消
費者の魚離れ、漁業就業者の減少や高齢化など、福岡市の水産業
を取り巻く情勢は依然として厳しい状態が続いています。
　国においては、今後、SDGｓや環境を重視する国内外の動きが加速していくと見込まれる中、
食料・農林水産業の生産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現させるための中長期的
な政策指針として「みどりの食料システム戦略」が策定されました。水産業において、新たな
時代に的確に対応するとともに、持続可能な食料システムを構築することが急務となっていま
す。
　福岡市においても新たな時代の到来に合わせ、長期的な視点に立ち、水産業の振興に向けた
取組みをしっかりと進めていく必要があります。
　また、水産業が持つ本来の役割である新鮮な水産物の安定供給のほか、環境の保全や交流の
場の提供などの多面的機能に加え、「魚がおいしいまち福岡」という評価にさらに磨きをか
け、まちの魅力を向上させることが、福岡市の水産業が担う、もう一つの重要な役割であると
考えております。
　このような状況を踏まえ、今回新たに福岡市の水産業が目指す30年後の長期ビジョン「世界
に誇る!!!魚のおいしいまち・福岡」を定め、今後５年間の水産業振興の方向性を示した「福岡
市水産業総合計画（令和４年度～令和８年度）」を策定いたしました。
　今後はこの目標の実現に向け、積極的に施策を推進してまいりたいと考えております。
　最後に、本計画の策定にあたり、貴重なご意見・ご提言をいただきました福岡市水産業振興
審議会の委員の皆さまをはじめ、パブリック・コメントやアンケート調査にご協力をいただき
ました市民の皆様、全ての関係者の皆様に心から感謝いたしますとともに、今後とも一層のご
指導と協力、ご理解をいただきますようお願い申し上げます。

　令和４年３月

福岡市長　髙島　宗一郎



目　次

目　次

第１章　福岡市水産業総合計画の策定について

　第１節　計画策定の目的 ……………………………………………………………  1

　第２節　計画の位置づけ ……………………………………………………………  2

　第３節　計画期間（目標年次）………………………………………………………  2

第２章　福岡市水産業の現状と情勢変化

　第１節　前計画の総括（福岡市水産業の現状）……………………………………  3

　第２節　国内外の情勢変化と福岡市への影響 ……………………………………  5

第３章　福岡市水産業総合計画の基本的な考え方

　第１節　福岡市水産業の長期ビジョン ……………………………………………  9

　第２節　計画の基本方針 ……………………………………………………………11

第４章　振興施策（５年間）

　第１節　基本方針ごとの振興施策 …………………………………………………12

　第２節　成果指標における目標値 …………………………………………………21

資料編

　第１　成果指標に関するデータ及び関連データ …………………………………25

　第２　第10次福岡市水産業総合計画における数値目標の進捗状況……………47

　第３　里海について …………………………………………………………………50

　第４　水産業・漁村の有する機能 …………………………………………………51

　第５　漁家意識調査 …………………………………………………………………52

　第６　市政に関する意識調査 ………………………………………………………55

　第７　福岡市水産業総合計画（案）に係るパブリック・コメントの概要 ……58

　第８　用語の解説 ……………………………………………………………………61

　第９　福岡市水産業総合計画の推移 ………………………………………………64

　第 10  福岡市水産業総合計画策定過程 ……………………………………………66

　第 11　福岡市水産業振興審議会委員名簿 …………………………………………67



1

第１章　福岡市水産業総合計画の策定について

章
１
第第１章　福岡市水産業総合計画の策定について

第１節 計画策定の目的

　福岡市では、昭和46年度から、水産業振興にかかる基本計画である「福岡市水産業総合計
画」を策定し、５年毎に改訂を重ねながら同計画に基づいた総合的な水産振興施策を積極的に
展開し、水産業界全体の発展に努めてきました。
　しかしながら、我が国の水産業を取り巻く環境は、水産資源の減少や漁業就業者の減少・高
齢化、消費者の魚離れなど、依然として厳しい状況が続いています。
　福岡市においても、漁獲量の減少や魚価の低迷など漁業経営は厳しく、漁業就業者の減少や
高齢化が進み、漁業集落の活気が失われつつあります。
　さらに、鮮魚市場の取扱量・取扱高は減少傾向にあり、福岡市の１人あたりの魚介類支出額
は横ばいで推移しているものの、若年層の魚離れは進んでいます。
　一方、海外の旺盛な水産物需要により博多港・福岡空港における水産物の輸出は増加傾向に
あります。
　このような情勢に的確に対応するため、漁業者や水産関係者、行政機関等が一体となって、
水産資源の管理と漁場環境の改善、水産物の物流の一層の高度化やブランド化、魚食普及な
ど、水産業の各段階での積極的な取組みが求められています。
　また、平成30年12月に漁業法をはじめ多くの漁業関係法令の改正による「水産政策の改革」
が行われ、水産業は大きな転換期を迎えています。
　今後も福岡市の水産業が持続的に発展していくためには、これらの水産業を取り巻く厳しい
現状を踏まえ、漁業者や水産関係者、行政機関等が一体となって、川上から川下まで総合的に
取組む必要があります。
　「第11次福岡市水産業総合計画」の策定にあたっては、今回、新たに福岡市の水産業が目指
す30年後の「長期ビジョン：福岡市の水産業の将来像」及び10年後の「基本方針：水産振興を
通して目指す姿」を設定し、長期ビジョンと現状とのギャップを埋めるために必要な５年間の
施策を推進するための計画を策定することとしました。

長期ビジョン
水産業の将来像
（30年後）

現状
現状との
ギャップ

10年
20年

30年

5年
5年

5年
5年

5年
5年

水産業総合計画

基本方針
水産振興を通して目指す姿

5 10 15 20 25 30
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第２節 計画の位置づけ

１　福岡市の水産業振興の総合的な指針とします。
　　今後の水産業振興施策を計画的、総合的に実施していくための指針とし、この計画を基
本として、効率的な事業の推進を図るものとします。

　　また、水産関係団体における自主的な活動の指針となるものです。
２　国及び福岡県などの水産業振興に関する計画と整合性のあるものとします。
　　国及び福岡県の水産業振興に関する基本計画や国の「漁港漁場整備長期計画」などをは
じめ、水産関係団体の水産業振興に係る諸計画と整合性を図りながら推進します。

３　福岡市基本計画の水産業振興における部門別計画とします。
４　「博多湾環境保全計画」や「福岡市食育推進計画」など、福岡市の他の部門別計画と連
携した計画とします。

５　「ふくおかさん家のうまかもん条例」に関連する施策の推進を図るものとします。

第３節 計画期間（目標年次）

　計画期間は、令和４年度（2022年度）から令和８年度（2026年度）までの５か年としま
す。

福
岡
市
水
産
業
総
合
計
画

福岡県農林水産
振興基本計画

水産基本法

水産基本計画

漁港漁場整備法

漁港漁場整備長期計画

福岡市
総合計画

国 福岡市

県
福岡市農林業総合計画

博多湾環境保全計画

福岡市食育推進計画

主な関連
計画

基本
構想

基本計画

実施計画（政策推進プラン）

※福岡市では、総合計画に基づく各施策の推進により
　SDGsの実現に取り組んでいます。
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第２章　福岡市水産業の現状と情勢変化

第１節 前計画の総括（福岡市水産業の現状）

　前計画「第10次福岡市水産業総合計画」（平成29年度～令和３年度）では、“豊かな海の再生
と持続可能な水産業の創生”を基本理念に掲げ、漁場環境の改善などの「豊かな里海づくり」と
地産地消の推進などの「活力ある浜の実現」に向け、計画的・総合的な施策の推進に努めてき
ました。
　「豊かな里海づくり」では、藻場造成や海底耕うん、微生物を利用した底質改善、海底ごみ
回収、植林活動などにより「漁場環境の改善」を推進するとともに、水産資源の維持増大を図
るため、漁場の造成と種苗の放流などを行う栽培漁業が一体となった「つくり育てる漁業」を
推進しました。さらに、燃油経費が少なく漁業集落の近場で操業できるアサリ漁業やカキ・ノ
リ・ワカメなどの養殖業を推進するとともに、かつて博多湾の名産といわれていたアカガイの
復活に取組みました。
　一方、気候変動などの影響により、藻場の減少や回復の遅れ、海底ごみも減少しないなど、
漁場環境は依然として厳しい状況となっています。
　特にアサリの生産量については、漁業者と福岡市が連携して生産量の回復を目指し、取組み
を実施してきましたが、未だ回復には至っていません。
　「活力ある浜の実現」では、福岡市沿岸漁業の推進母体である福岡市漁業協同組合（以下
「福岡市漁協」という。）の経営基盤の強化を図るため、運転資金の貸付などの支援を実施す
るとともに、国の「離島漁業再生支援交付金制度」を活用して、地理的・経済的にも不利な離
島への支援を実施し、玄界島では漁業所得が平成17年に発生した福岡県西方沖地震前の水準ま
で回復することができました。
　また、水産ビジネスの創出として、福岡市漁協で安定的に出荷可能な「唐泊恵比須かき」を
はじめ、サザエなどの香港への輸出や地元水産物のＰＲなどブランド化を推進しました。
　さらに、地産地消・魚食普及の推進に向け、学校給食や中学校等での料理教室における地元
水産物の利用促進を図りました。
　一方で、新たな担い手の育成・確保のため、漁業就業時の支援策を講じたものの、漁業就業
者の減少や高齢化に歯止めがかからず、漁業生産量や生産金額も減少傾向となっています。
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資料：漁業協同組合報告、各業界報告　　　　　　　　　　　　　　資料：漁業協同組合報告、各業界報告
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資料：漁業協同組合報告、各業界報告　　　　　　　　　　　　　　資料：漁業協同組合報告、各業界報告
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第２節　国内外の情勢変化と福岡市への影響

１　国の動き　

　（１）水産政策の改革
　平成30年12月に漁業法をはじめ多くの漁業関係法令が改正され「水産政策の改革」が
行われました。改革の中心となる漁業法の改正においては、適切な資源管理と水産業の
成長産業化を両立させることを目的として、新たな資源管理システムの導入や漁業権制
度の見直しなどが行われています。
　令和２年７月には、国内外の需要を見据え、養殖業の振興に本格的に取組むこととし
て「養殖業成長産業化総合戦略」が策定されています。
　また、漁協組織を規制する水産業協同組合法（以下「水協法」という。）も改正さ
れ、販売事業を行う漁業協同組合においては、役員に販売専門理事の設置が必要となる
などの改正が行われ、漁業者の所得向上に最大限の配慮をしなければならない旨が規定
されています。

　（２）卸売市場法の改正
　平成30年６月からは、卸売業者の集荷品について、市場内の仲卸業者や売買参加者以
外も販売できるようになりました。また、市場内の仲卸業者と産地との直接の取引が可
能になるなど、一律の取引規制を原則廃止する卸売市場法の改正が行われています。

２　生産環境・生産構造の変化

　（１）生産環境
　近年、気候変動に伴う海水温の上昇が世界的にみられます。海水温の上昇※により、サ
ワラ・ブリなどの暖水性魚種は生息・回遊する海域が北上し、低水温を好むサンマ・マ
イワシなどの魚種は分布域の縮小や南下時期の遅れなどの現象がおきています。
　漁船漁業においては、海水温の上昇によりアジなどの漁場が遠くなり、操業コストの
増加を招いています。
　一方、沿岸域では、磯根資源に大きな影響を及ぼす「磯焼け」の拡大や、藻場の構成
種が磯根資源の生育に適さない海藻に変化している海域があります。
　さらに、近年では海の貧栄養化による漁業生産力の低下の問題も懸念されています。
※気象庁の発表によると我が国の周辺水域においても、令和元年までのおよそ100年間で、平均海面水温が
1.14℃上昇しています。

　（２）海洋ごみ
　海洋プラスチックごみの問題が世界的に注目を集め、年間数百万トンを超えるプラス
チックごみが海洋に流出しているとの推計もあります。
　また、紫外線などにより次第に劣化し、破砕・細分化されてできるマイクロプラス
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チックは、表面に有害な化学物質が吸着する性質があることが指摘されており、食物連
鎖を通して、海洋生物へ影響を与えることが懸念されています。

　（３）生産構造及び漁業生産
　生産構造の脆弱化は加速しており、漁業就業者の減少や高齢化に歯止めがかからない
状態が続いています。

　また、漁業生産についても、生産量及び生産金額は減少傾向となっており、将来にわ
たって水産物の安定供給を確保するためには、効率的かつ安定的な漁業経営による漁業生
産や資源状況に見合った持続可能な生産構造を実現することが求められています。

※資料：農林水産省「漁業センサス」に基づき福岡市で作成
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第２章　福岡市水産業の現状と情勢変化

章
２
第

３　社会情勢・市民意識の変化　

　食の安全・安心に対する関心や簡便化志向・健康志向の高まりなど、「食」に対する消費者
ニーズが年齢や世帯ごとにますます多様化しており、消費者ニーズを捉えた水産物の生産や魚
食普及の取組みが求められています。
　一方、平成25年12月には、「和食」がユネスコ（国際連合教育科学文化機関）の無形文化遺
産に登録され、平成29年３月に「観光立国推進基本計画」が決定されました。インバウンド観
光客に向けて日本食・食文化の発信が推進されており、インバウンド観光客数は増加していま
した。
　しかしながら、令和２年に世界的に拡大した新型コロナウイルス感染症の影響により外食産
業・宿泊業などは厳しい状況が続いており、魚の価格は低迷し、本市沿岸漁業においても厳し
い状況となっています。

４　重要性が増す地球環境問題への対応　

　気候変動による海水温の上昇や海洋ごみなどの環境問題が地球規模で広がっており、環境保
全への取組みの重要性が増しております。
　今後、福岡市の水産業においても、農山漁村の活性化、水産業のイノベーションやスマート
水産業の推進、成長産業化、海水温上昇などの気候変動対策、食品廃棄物の削減や活用、生物
多様性の保全、海洋・水産資源の持続的利用、水産業・漁村の多面的機能の維持や促進、海洋
ごみ対策の推進などに取組んでいく必要があります。

（１）持続可能な開発目標（Sustainable Development Goals）（※以下「SDGｓ」という。）

　SDGｓは、平成27年（2015年）９月の国連サミットで採択された「持続可能な開発の
ための2030アジェンダ」に掲げられた持続可能な開発目標のことで、経済・社会・環境
の３つの側面のバランスがとれた社会を目指す世界共通の目標として、17の目標とその
課題ごとに設定された169のターゲット（達成基準）から構成されています。
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第２章　福岡市水産業の現状と情勢変化

章
２
第

（２）みどりの食料システム戦略

　「みどりの食料システム戦略」とは、令和３年５月に国が策定した、食料・農林水産業の生
産力向上と持続性の両立をイノベーションで実現させるための戦略のことです。
　これによると、2050年までに農林水産業の「CO2ゼロエミッション化」の実現を目指し、
2040年までに革新的な技術・生産体系を順次開発し、2050年までに社会実装を実現することと
されています。
　水産関係では、以下の９項目により「CO2ゼロエミッション化」に取組むこととされていま
す。
　①　持続可能な資材やエネルギーの調達（人工種苗を用いた完全養殖ほか）
　②　資源のリユース・リサイクルに向けた体制構築・技術開発（漁具のリサイクルほか）
　③　水産資源の適切な管理
　④　高い生産性と両立する持続的生産体系への転換
　⑤　機械の電動化・資材のグリーン化
　⑥　農地・森林・海洋への炭素の長期・大量貯蔵（ブルーカーボン：藻場干潟の保全）
　⑦　長期保存・長期輸送に対応した包装資材の開発
　⑧　データ・AIの活用による加工・流通の合理化・適正化
　⑨　持続可能な水産物の消費拡大（水産エコラベルの普及、消費者意識の醸成）
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第３章　福岡市水産業総合計画の基本的な考え方

章
３
第

第３章　福岡市水産業総合計画の基本的な考え方

第１節　福岡市水産業の長期ビジョン

　福岡市は、博多湾を抱くように市域が形成され、政令指定都市でありながら、豊かな自然に

海の幸が漁業者により漁獲されています。
　都心には、産地市場と大消費地が共存する全国的にも珍しい特徴がある鮮魚市場を有してお
り、九州一円から新鮮な水産物が集まる流通の拠点となっています。また、鮮魚市場に集まっ
た新鮮な水産物は、多くの飲食店や小売店において提供されています。
　これらにより、多くの市民や観光客から、新鮮でおいしい水産物が食べられる「魚がおいし
いまち・福岡」として評価されており、福岡というまちの魅力を支えています。
　本計画が目指す30年後の長期ビジョン（福岡市水産業の将来像）については、現状の「魚が
おいしいまち・福岡」という評価にさらに磨きをかけ、水産業を通して将来にわたり、市民が
「魚がおいしいまち」と誇れるよう、また、水産業関係者が誇りをもって働けるように、“世界
に誇る！！！「魚のおいしいまち・福岡」”と定めます。
　また、その長期ビジョンを目指すにあたっては、「水産物の安定供給」「流通・加工の拡
大」「消費の拡大」「就業構造の確立」という４項目が、好循環のスパイラルとなるよう、漁
業者や水産関係者、行政機関等が一体となって取組むための、10年後の水産振興を通して目指
す姿を定め、５年間の振興施策を総合的に展開していきます。

長期ビジョン
◆水産物の安定供給
　季節ごとの水産物が、多く獲れ、持続可
能な水産業が達成されている。

◆流通・加工の拡大
　供給量が高位で安定し、市場や流通の
取扱高・量が増加している。

◆消費の拡大
　水産物が適正な価格で十分に供給さ
れ、多くの市民や観光客が水産物を食べ
ている。

◆就業構造の確立
　水産業に携わる就業者の所得が向上し
人気の職業となっている。

好循環の
スパイラル

水産物の安定供給
四季折々の水産物が
豊富に獲れている。

就業構造の確立
就業者の所得が向上し
人気の職業になっている。

消費の拡大
多くの市民や観光客が
水産物を食べている。

長期ビジョン：福岡市の水産業の将来像 （30年後）
世界に誇る!!!  「魚のおいしいまち・福岡」

流通・加工の拡大
市場や流通の取扱量が
増加している。
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章
３
第

長期ビジョンのイメージ
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第３章　福岡市水産業総合計画の基本的な考え方

章
３
第

第２節　計画の基本方針

　30年後の長期ビジョンを目指すにあたり、「水産物の安定供給」「流通・加工の拡大」「消
費の拡大」「就業構造の確立」の４項目が好循環のスパイラルとなるように、川上から川下ま
での８つの「10年後の水産振興を通して目指す姿」を基本方針として整理しました。
　また、基本方針ごとに、SDGｓの17の目標との関係を整理し、本計画の施策を進めることに
より、SDGｓの推進を図ります。

基本方針　水産振興を通して目指す姿 （10年後）

海が豊かで多種多様な水産生物が生息している

漁業の生産基盤・経営基盤が強化され
水産物が豊富に漁獲・生産されている

多様な主体との協働により養殖業が発展している

水産資源を活用した直販や交流事業、観光客向け
事業などの取組みにより地域活性化が進んでいる

川
上

川
下

水産物の安定供給  及び  就業構造の確立

水産物の国内外市場向けの販売の取組みにより
ブランド化が進んでいる

流通機能等の強化により水産物が適正な価格で
十分に供給されている

消費の多様化等を捉えた魚食普及が進み
消費が拡大している

共通事項 ICTなどの先端技術が水産業を支えている

流通・加工の拡大  及び  消費の拡大

海が1
漁業
水産2

多様3
水産
事業4

水産
ブラ5
流通
十分6
消費
消費7

共共通8
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第４章　振興施策（５年間）

章
４
第

第４章　振興施策（５年間）

第１節　基本方針ごとの振興施策

　１　＜基本方針１＞

　　　　海が豊かで、多種多様な水産生物が生息している

　基本方針１を達成するための５年間の取組みの方向性と目指す姿は以下のとおりです。
〇　取組みの方向性

　　里海（※P50参照）づくりの推進、漁場環境の改善

〇　５年後の目指す姿

　　・　市民等への海洋ごみ削減に関する啓発活動により、海洋ごみが減少している。
　　・　多種多様な水産生物の生息環境が維持されている。 

〇　５年間の施策方針

　５年後の目指す姿を達成するために、海洋ごみの削減については、さまざまな機会を利
用して市民等にわかりやすく啓発を行うとともに、漁業者と連携して海底ごみの状況把握
と回収に努めます。
　多種多様な水産生物などの生息環境の維持については、気候変動に伴う水温上昇や食害
生物による磯焼けを緩和し、水産生物にとって重要な生息地となり、二酸化炭素の吸収源
としても有効な藻場を保全するとともに、アサリ資源を長期的な取組みで増加させるなど
して、干潟機能の回復に努めます。

〇　成果指標

・　藻場の保全（アワビ・サザエ生産量）
・　干潟の保全（アサリ資源量）

項　　目 内　　容

里海づくりの啓発

水中ドローン等を活用した海底等の調査

プラスチック等の海洋ごみの回収

海洋ごみの啓発活動及び回収

水中ドローン等を活用した漁場環境の調査

藻場・干潟の機能回復に向けた調査 藻場やアサリ資源量等の調査

多種多様な水産生物の生息環境を確保 海底耕うん、藻場造成、植林等の活動

海底ごみ削減の啓発の様子
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第４章　振興施策（５年間）

章
４
第

　２　＜基本方針２＞

　　　　漁業の生産基盤・経営基盤が強化され、水産物が豊富に漁獲・生産されている

　基本方針２を達成するための５年間の取組みの方向性と目指す姿は以下のとおりです。
〇　取組みの方向性

　新たな資源管理システムへの対応、漁港・漁業施設の整備・有効活用、漁業生活基盤の
整備・維持、経営基盤の強化、担い手の確保・育成、安全操業の確保

〇　５年後の目指す姿

・　資源管理により、水産生物が安定して漁獲されている。
・　漁港機能の高度化の取組みにより、安全で省力化・効率化された漁港整備が進んでい

る。
・　集落排水処理施設が計画的に機器更新され、適切に維持管理されている。
・　漁業者や漁協の経営体質が強化されている。
・　漁業者の確保・育成が積極的に行われ、就業者数が維持されている。
・　港湾区域内での漁業者の安全操業が確保されている。
・　漁業においてICT技術や先端技術の導入により、省力化・効率化が進んでいる。

〇　５年間の施策方針

　５年後の目指す姿を達成するために、漁業法改正に伴う新たな資源管理システムへの対
応については、国・県・関係機関と協力しながら漁業者の適切な資源管理への取組みを支
援します。
　漁港・漁業施設の整備・有効活用については、漁港機能の高度化の取組みにより、安全
で省力化・効率化された使いやすい漁港づくりに引き続き取組みます。
　漁業生活基盤の整備・維持については、今後も漁業者が快適な生活が営むことができる
よう集落排水処理施設の計画的な機器更新や維持管理に努めます。
　経営基盤の強化については、長引く新型コロナウイルス感染症の影響を注視しながら、
漁業者の経営安定を図るための金融資金の貸付や、魚の価格の低迷などによる減収を補填
する漁業共済制度への加入促進などに引き続き取組むとともに、水協法の改正に伴う新た
な漁協制度への対応を支援します。
　また、ICT技術の活用による省力化・効率化した漁業への移行を支援します。

Administrator
ハイライト表示
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章
４
第

　担い手の確保・育成については、国・県の新規就業者対策及び支援メニューの活用
や、漁業者への情報提供、漁業就業時に必要な経費等への助成などの支援に引き続き取
組みます。
　安全操業の確保については、博多港へ出入りする船舶との衝突不安や漁具への被害な
どに対し、海上保安部や漁協との連携を強化し漁業の安全操業の確保に努めます。

〇　成果指標

・　漁業就業者数
・　魚の平均単価（沿岸漁業）
・　１人当たりの生産量（沿岸漁業）

項　　目 内　　容

水産資源の適切な管理への協力 漁業者の資源管理の取組みへの支援

新たな漁協制度への対応の支援
水協法の改正に伴う新たな漁協制度への対応の支

援

水産資源の効率的漁獲

種苗放流

漁場造成

ICT を活用した漁場データの把握

安全で使いやすい漁港づくり 漁港施設の整備

漁業者や漁協の経営基盤強化の支援
漁業共済への加入促進

金融資金の貸付

新規就業者支援 就業時に必要な経費等への支援

クルマエビの種苗 イカ産卵礁に産着された卵
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　３　＜基本方針３＞

　　　　多様な主体との協働により養殖業が発展している

　基本方針３を達成するための５年間の取組みの方向性と目指す姿は以下のとおりです。
〇　取組みの方向性

　多様な主体と連携した養殖業の推進、スマート水産業の推進

〇　５年後の目指す姿

　・　漁業者や産学官など多様な主体が連携し、養殖業を推進している。
・　漁場・天候などの変化に応じたノウハウ等が、ICTを活用してデータベース化され、

省力化・効率化が進んでいる。

〇　５年間の施策方針

　５年後の目指す姿を達成するために、多様な主体と連携した養殖業の推進については、
漁業者と産学官が連携し、大学や民間等の技術・知見を活用した陸上養殖などの新たな養
殖を検討するとともに、既存養殖についても規模の拡大に向けた取組みを支援します。
　また、ICTの活用等によるスマート水産業を推進し、既存養殖業の省力化・効率化を図り
ます。

〇　成果指標

・　養殖業の生産量（ワカメ、ノリ、カキ）
・　試験養殖の取組数

項　　目 内　　容

ICT を活用した既存養殖種の効率化・大規模化 ICT 機器による海水データの把握

産学官との連携による養殖業の取組み支援 大学や民間等との連携による養殖

陸上養殖等新たな養殖の検討 養殖場所、養殖種の検討

カキの養殖 ノリの養殖
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　４　＜基本方針４＞

　　　　水産資源を活用した直販や交流事業、観光客向け事業などの取組みにより地域活性化
　　　　が進んでいる

　基本方針４を達成するための５年間の取組みの方向性と目指す姿は以下のとおりです。
〇　取組みの方向性

　漁港・漁業集落の活性化、水産業・漁業集落が有する多面的機能（※P51参照）の推進

〇　５年後の目指す姿

　・　非日常空間の創出により、貴重な観光資源となっている。
・　都市と漁村の交流により地域活性化が進み､漁業集落の人口減少に歯止めがかかって

いる。
　・　海面・海浜の利用は、ルール順守やモラル・マナーにより秩序が保たれている。

〇　５年間の施策方針

　５年後の目指す姿を達成するために、水産業・漁業集落が有する多面的機能の推進につ
いては、漁業・養殖業体験などのイベントを通じて、都市と漁村の交流を促進し、観光資
源となるよう支援します。また、漁業と海洋性レクリエーションの円滑な調整、利用に協
力します。
　漁港・漁業集落の活性化については、漁村ならではの朝市・夕市などの直販の取組みを
支援します。
　また、海づり公園を活用したイベントの開催など、公園利用者の拡大や地域の活性化に
取組みます。

〇　成果指標

・　イベント来客者数（水産物販売、イベント等・海づり公園）

伊崎の夕市 海づり公園

項　　目 内　　容

都心住民との交流の促進

観光事業との連携

漁業・養殖業体験などを活用したイベント

観光事業とのタイアップしたPR

水産物販売やイベント開催、海づり公園を活用した

地域活性化

朝市・夕市などの直販事業への支援

海づり公園のリニューアル
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第４章　振興施策（５年間）

章
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　５　＜基本方針５＞

　　　　水産物の国内外市場向けの販売の取組みにより、ブランド化が進んでいる

　基本方針５を達成するための５年間の取組みの方向性と目指す姿は以下のとおりです。
〇　取組みの方向性

　ブランド化の推進、消費者ニーズに対応した商品開発、安心・安全な衛生管理の推進、
水産物の輸出環境の整備

〇　５年後の目指す姿

　・　福岡を代表する新たな水産物がマーケットで人気を博している。
　・　消費者ニーズに対応した商品が開発されている。
・　水産物の安全性・鮮度の確保や水産エコラベルの活用などにより、ブランド化が進

んでいる。
　・　陸・海・空のネットワークを活かし、輸出が活発化している。

〇　５年間の施策方針

　５年後の目指す姿を達成するために、ブランド化の推進については、消費者ニーズの把
握や分析に努めるとともに、産学官連携による福岡らしさをアピールできる水産物の商品
開発や販売の支援に取組みます。また、市場開拓に向けた商談会やイベントへの出展によ
る地元水産物のPRに取組みます。
　水産物の輸出については、福岡市の地理的優位性や交通ネットワークを活かした輸出品
目の販路開拓に取組むとともに、付加価値向上を図るため、水産エコラベルの取得など、
衛生的で高鮮度な水産物の生産体制の構築を推進することで、輸出の促進を図ります。

〇　成果指標

・　ブランド化品目数
・　水産物の輸出量

項　　目 内　　容

消費者ニーズの調査 イベント時のアンケート等による調査

産学官との連携による水産物の商品開発
産学官連携した福岡らしい商品開発やブランド化

手法の検討、販売支援

水産エコラベルなどへの取組みによる輸出促進 各種認証制度の取得

地元水産物のPR
商談会やイベントへの出展

SNSやパンフレット等によるPR

唐泊恵比須かき
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　６　＜基本方針６＞

　　　　流通機能等の強化により水産物が適正な価格で十分に供給されている

　基本方針６を達成するための５年間の取組みの方向性と目指す姿は以下のとおりです。
〇　取組みの方向性

　鮮魚市場の機能強化、流通の多チャンネル化

〇　５年後の目指す姿

　・　鮮魚市場の機能強化により、集荷・販売力が向上している。
　・　鮮魚市場での取引情報の発信を強化し、適正な価格が形成されている。
・　インターネット販売など多様なチャンネルを活用して水産物の取引が行われてい

る。

〇　５年間の施策方針

　５年後の目指す姿を達成するために、鮮魚市場については、高度衛生化施設の活用や衛
生管理マニュアルの更新・周知等による衛生管理の強化や冷蔵施設等の更新による保管調
整機能の強化を図ります。
　また、インターネットを活用した鮮魚市場の取引情報等を広く周知するなど、情報発信
の強化を図ります。

〇　成果指標

・　鮮魚市場の取扱金額

項　　目 内　　容

市場機能の強化

衛生管理体制の強化

高度衛生化施設の適切な活用の推進

衛生管理マニュアルの更新・周知

冷蔵施設等の更新

情報発信の強化 インターネットを活用した取引情報の発信
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第４章　振興施策（５年間）

章
４
第

　７　＜基本方針７＞

　　　　消費の多様化等を捉えた魚食普及が進み消費が拡大している

　基本方針７を達成するための５年間の取組みの方向性と目指す姿は以下のとおりです。
〇　取組みの方向性

　魚食普及の推進、地産地消の推進、SNS等を活用した情報発信の推進

〇　５年後の目指す姿

　・　若年層などへの魚食普及の取組みにより、家庭や飲食店などでも水産物がよく食べ
られている。

　・　小・中学校の給食では、四季折々の水産物が使用され、それ以外の高校や大学など
においても水産物の取扱いが増え始めている。

・　水産物の生産状況から購入及び食事場所に至るまでの情報が、SNS等のさまざまな
チャンネルを通してアクセス可能となっている。

〇　５年間の施策方針

　５年後の目指す姿を達成するために、魚食普及の推進については、多様化する消費者
ニーズの把握に努め、魚食の割合の低い若年層などへの魚食普及に取組むとともに、市民
感謝デーなど鮮魚市場を活用した魚食普及の取組みを推進します。
　地産地消の推進については、小・中学校の学校給食での地元水産物の利用促進に加え、
高校や大学の学食、高齢者施設の給食などへの利用促進を図るとともに、「ふくおかさん
家のうまかもん認定店」などを活用した小売店・飲食店のPRを実施します。
　SNS等を活用した情報発信の推進については、SNS等のチャンネルを活用し、福岡市の水
産業に関する新しい情報を市民や観光客等に発信します。

〇　成果指標

・　食料支出に係る魚介類支出の割合

項　　目 内　　容

若年層に向けた魚食普及の取組みや情報発信 SNS等を使った情報発信、情報の多言語化

食と健康に関する情報発信

市内の食巡りや飲食店などの情報発信観光客への情報発信

鮮魚市場を活用した魚食普及スポットづくり 市民感謝デーの実施、市場活性化施設の活用

学校給食等による水産物の利用促進や子どもの実食

機会の創出
地元水産物の学校給食等での利用促進や料理教室

「ふくおかさん家のうまかもん認定店」などを活用

した小売店・飲食店のPR

ふくおかさん家のうまかもん認定事業者の登録拡大

や情報発信によるPR

市民感謝デー
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第４章　振興施策（５年間）

章
４
第

第２節　成果指標における目標値

基本方針：10年後の水産振興を通して目指す姿に向けて、５年後の目標値を設定します。

　１　基本方針１の目標値

〇　藻場の保全

〇　干潟の保全

　２　基本方針２の目標値

〇　漁業就業者数（沿岸漁業）

※平成27年から令和元年までの平均増減率（97.2%）から、令和８年の漁業就業者数推計値(409人)を算出

〇　魚の平均単価（沿岸漁業）

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

アワビ生産量 トン
6.17 6.17

基準値×1.0
H27～ R1平均 R8

サザエ生産量 トン
48.08 48.08

基準値×1.0
H27～ R1平均 R8

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

室見川アサリ資源量 トン
136 136

基準値×1.0
H27～ R1平均 R8

多々良川アサリ資源量 トン
17 17

基準値×1.0
H27～ R1平均 R8

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

漁業就業者数 人
499 450 R8推計値×1.1

（※）R1 R8

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

魚の平均単価 円 /㎏
546 601

基準値×1.1
H27～ R1平均 R8
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〇　1人当たりの生産量（沿岸漁業）

※生産量を漁業就業者数で除した数量から平均を算出

　
３　基本方針３の目標値

　　〇　養殖生産量

※実施箇所：ワカメ(弘・志賀島・箱崎)、ノリ(姪浜)、カキ(志賀島・能古島・唐泊)

〇　試験養殖の取組数

　４　基本方針４の目標値

〇　イベント来客数

※福岡市漁協が運営する販売店や朝市夕市などのイベント

５　基本方針５の目標値

〇　ブランド化品目数

※令和４年度以降に新たにブランド化したもの

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

ワカメ トン
82 90

基準値×1.1
H27～ R1平均 R8

ノリ トン
170 187

基準値×1.1
H27～ R1平均 R8

カキ トン
58 63

基準値×1.1
H27～ R1平均 R8

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

水産物販売、

イベント等（※）
人

47,320 52,052
R1× 1.1

R1実績 R8

海づり公園 人
64,884 72,000

ピーク時の利用者数
H27～ R1平均 R8

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

１人当たり生産量 トン
8.07 8.88

基準値×1.1
H27～ R1平均 R8

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

取組数 件 － 1 1回以上

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

ブランド品目 品 － 1 1品以上
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〇　水産物の輸出量

※財務省「貿易統計」による、博多港及び福岡空港の水産物輸出量

　６　基本方針６の目標値

〇　鮮魚市場の取扱金額

　７　基本方針７の目標値

〇　食料支出にかかる魚介類支出の割合

※総務省「家計調査年報」による、年間１世帯あたり食料支出額に占める魚介類支出額等の割合

　８　基本方針８の目標値

〇　ICT等を活用した取組数

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

輸出量 トン
52,702 57,972

基準値×1.1
H27～ R1平均 R8

R8

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

魚介類支出割合 ％
7.7 8.5

基準値×1.1
H27～ R1平均 R8

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

取扱金額 百万円
44,603 44,603

基準値×1.0
H27～ R1平均

区　分 単位 基準値 目標値 目標値の算出方法

取組数 件 － 7 7件以上
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資料編　成果指標に関するデータ及び関連データ
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第１　成果指標に関するデータ及び関連データ

　＜基本方針１＞

　成果指標に関するデータ

　●アワビの生産量の推移

　平成27年から令和元年までの５か年のアワビの平均生産量は6.17トンとなり、近年増加傾向
にあります。

　●サザエの生産量の推移

　平成27年から令和元年までの５か年のサザエの平均生産量は48.08トンとなり、近年横ばい
で推移しています。
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　●室見川のアサリ資源量の推移

　平成27年から令和元年までの５か年の室見川河口域のアサリの平均資源量は136トンとな
り、近年増加傾向にあります。

　●多々良川のアサリ資源量の推移

　平成27年から令和元年までの５か年の多々良川河口域のアサリの平均資源量は17トンとな
り、平成28年以降は減少傾向にあります。
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　関連データ

　●海底ごみの回収量の推移

　漁業者による海底ごみの回収量は、毎年300ｍ3程度で推移しています。

　●海洋ごみ削減に関する啓発人数の推移

　令和元年の海洋ごみ削減に関する啓発人数は延べ3,118人となっています。

※啓発人数は延べ人数。
※福岡市では、陸域から博多湾に流入するごみを減らし、豊かな博多湾をまもるため、平成30年度から
海底におけるごみの状況を映像化したり、NPO等と連携した清掃活動等を実施するなどして、海底ご
みやごみそのものを減らす「リデュース」についての市民啓発に取組んでいます。
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　●海底耕うんの回数の推移

　漁業者による海底耕うんの回数は、毎年40回程度となっています。

※海底耕うんとは、漁業者が「桁（けた）」と呼ばれる鉄製の器具をロープに付け海に投入し、漁船で
引っ張り海底を耕す作業のことです。海底の泥・砂を掘り起すことによって、海の生き物が生息しや
すい環境になると言われています。

　●アサリの生産量の推移

　令和元年のアサリの生産量は20トンとなり、前年に比べ10トン（33.3%）減少しています。
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　＜基本方針２＞

　成果指標に関するデータ

　●沿岸漁業の漁業就業者数の推移

　令和元年の沿岸漁業の漁業就業者数は499人となり、前年に比べ18人（3.5%）減少していま
す。

　●沿岸漁業の漁業就業者数の令和８年推計値

　平成27年から令和元年までの平均増減率は97.2%となり、このまま減少が続くと令和８年に
は409人になると推計されます。
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　●魚の平均単価（魚価）の推移

　令和元年の沿岸漁業の平均魚価は571.4円/㎏で、前年に比べて23.6円/㎏（4.3%）増加して
います。

※平均魚価の算出方法は、生産額を生産量で除したもの。

　●沿岸漁業の１人当たりの生産量の推移

　令和元年の１人当たりの生産量は7.55トンで、前年に比べて0.54トン（6.7%）減少してい
ます。
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　関連データ

　●沿岸漁業の新規就業者数の推移

　令和元年の沿岸漁業の新規就業者は10人となり、前年に比べ７人増加しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：漁業協同組合報告

　●沿岸漁業の生産量の推移

　令和元年の沿岸漁業の生産量は3,767トンとなり、前年に比べ414トン（9.9%）減少
しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：漁業協同組合報告
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　●沿岸漁業の生産金額の推移

　令和元年の沿岸漁業の生産金額は、21億５千３百万円となり、前年に比べ１億３千７百万円
（6.0%）減少しています。

　●沿岸漁業の生産物の流通状況（令和元年）

　令和元年に沿岸漁業で水揚げされた3,767トンの漁獲物の流通状況は、鮮魚・活魚向けが
3,474トン、加工向けが294トンとなっています。
　鮮魚・活魚の出荷先としては、福岡市中央卸売市場に86.2％、市内のその他市場に3.6％、他
都市の市場に4.0％、直接販売が6.2％となっています。
　加工向けは全量が地元漁協で加工されており、塩ワカメ46.7%、ヒジキ1.1%、ウニ1.9%、ノ
リ50.3%となっています。
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の生産量

鮮魚・活魚向け

3,767トン

3,474トン
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加工向け

294トン
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福岡市中央区卸売市場

【鮮魚・活魚向けの内訳】

2,995トン 86.2%

ワカメ

【加工向けの内訳】

137トン 46.7%

ヒジキ

3トン 1.1%

ウニ

5トン 1.9%
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148トン 50.3%

市内のその他市場

125トン 3.6%
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※端数処理のため、構成比の合計が
100％にならないことがある。

資料：漁業協同組合報告

資料：漁業協同組合報告
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●沖合漁業の生産量の推移

　令和元年の沖合漁業の生産量は5,831トンとなり、前年に比べて612トン（9.5%）減少してい
ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：各業界報告

●沖合漁業の生産金額の推移

　令和元年の沖合漁業の生産金額は10億３千７百万円となり、前年に比べて２千８百万円
（2.6%）減少しています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：各業界報告
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●沿岸漁業の魚の単価の推移

　令和元年の沿岸漁業の平均魚価は571円/㎏で、前年に比べて23円/㎏（4.2%）上昇してい
ます。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：漁業協同組合報告

●沖合漁業の魚の単価の推移

　令和元年の沖合漁業の平均魚価は178円/㎏となり、前年に比べて13円/㎏（7.9%）上昇し
ています。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　資料：各業界報告
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